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議案第    号

令和５年度　上里町下水道事業会計予算

（総  則）

第 １ 条

（業務の予定量）

第 ２ 条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 1,252   戸

（２） 424,200   ㎥

（３） 1,159   ㎥

（４） 汚水管渠築造事業 203,358 千円

（収益的収入及び支出）

第 ３ 条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収         入

244,888 千円

73,686 千円

171,201 千円

1 千円

支          出

242,369 千円

202,370 千円

38,998 千円

1 千円

1,000 千円

第 １ 項

第 １ 款

第 １ 款

第 ２ 項

下 水 道 事 業 費 用

下 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益第 ３ 項

令和５年度上里町下水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

接 続 戸 数

年 間 有 収 水 量

一 日 平 均 有 収 水 量

主 な 建 設 改 良 事 業

第 ２ 項

第 １ 項

第 ３ 項

第 ４ 項

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

－41－



－42－

（資本的収入及び支出）

第 ４ 条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

(資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 83,092千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調

整額 15,181千円及び過年度分損益勘定留保資金 32,727千円及び当年度分損益勘定留保資金 35,184千円で補て

んするものとする。）

収          入

392,927 千円

244,300 千円

91,000 千円

3,850 千円

13,563 千円

19,414 千円

20,800 千円

支          出

476,019 千円

348,987 千円

127,032 千円

第 １ 項

第 １ 款

第 １ 款

第 ２ 項

第 １ 項

第 ３ 項

第 ４ 項

第 ６ 項

第 ５ 項

国 庫 補 助 金

分担金及び負担金

出 資 金

他 会 計 負 担 金

資 本 的 収 入

企 業 債

他 会 計 補 助 金

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金第 ２ 項



（企　業　債）

第 ５ 条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

限 度 額

（一時借入金）

第 ６ 条 一時借入金の限度額は、150,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第 ７ 条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１） 営業費用、営業外費用及び特別損失間の流用

（２） 建設改良費、企業債償還金の間の流用

利　　　率起債の方法

普通貸借又は証券発行

（ただし、利率見直し

方式で借り入れる政府

償還の方法

資金及び地方公共団体

金融機構について、利

後の利率）　　　　　

率見直しを行った後に

おいては、当該見直し

４．０％以内

若しくは繰上げ償還又は低利に借り

かえることができる。　　　　　　

　政府資金については、その融資条

件により、銀行その他の場合には債

権者と協定するものによる。　　　

　ただし、企業財政その他の都合に

　より据置期間及び償還期間を短縮し、

244,300千円計

起債の目的

23,000千円

36,700千円

資本費平準化債

流域下水道事業
建設負担金

公共下水道事業 184,600千円
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第 ８ 条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費を

その経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）  職 員 給 与 費 29,722 千円   

令和５年３月 　　 日  提出

上 里 町 長     山　下　博　一



令 和 ５ 年 度

上里町下水道事業会計予算に関する説明書及び附属書類





令和５年度 上里町下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収     入 （単位：千円・税込）

予 定 額 備 考

1 下水道事業収益 244,888 

1 営業収益 73,686 

1 下水道使用料 67,588 

2 その他営業収益 18 手数料

3 他会計負担金 6,080 雨水処理に要する経費

2 営業外収益 171,201 

1 受取利息及び配当
金

1 預金利息

2 他会計補助金 115,699 
分流式下水道等に要する経費、流域下水道に要す
る経費等

3 長期前受金戻入 53,702 

4 雑収益 1,799 消費税還付金等

3 特別利益 1 

1 過年度損益修正益 1 

款 項 目
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支     出

予 定 額 備 考

1 下水道事業費用 242,369 

1 営業費用 202,370 

1 管路施設管理費 8,559 管渠等維持管理費

2 総係費 18,218 一般管理費

3 流域下水道維持管
理費

38,937 流域下水道維持管理負担金

4 減価償却費 136,656 資産の減価償却費

2 営業外費用 38,998 

1 支払利息及び
企業債取扱諸費

38,898 企業債利息

2 雑支出 100 

3 特別損失 1 

1 過年度損益修正損 1 

4 予備費 1,000 

1 予備費 1,000 

款 項 目



資本的収入及び支出

収     入

予 定 額 備 考

1 資本的収入 392,927 

1 企業債 244,300 

1 企業債 244,300 

2 国庫補助金 91,000 

1 国庫補助金 91,000 社会資本整備総合交付金

3 分担金及び負担金 3,850 

1 負担金 3,850 下水道受益者負担金

4 出資金 13,563 

1 出資金 13,563 上里町出資金

5 他会計補助金 19,414 

1 他会計補助金 19,414 流域下水道に要する経費

6 他会計負担金 20,800 

1 工事負担金 20,800 県道整備に伴う汚水管渠移設工事負担金

支     出

予 定 額 備 考

1 資本的支出 476,019 

1 建設改良費 348,987 

1 公共管路施設下水
道費

312,224 公共管路工事

2 流域下水道建設費 36,763 流域下水道建設負担金

2 企業債償還金 127,032 

1 企業債償還金 127,032 元金償還金

款 項 目

款 項 目
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令和５年度上里町下水道事業予定キャッシュフロー計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 140,000

減価償却費 136,656,000

固定資産の除却費

長期前受金戻入額 △ 53,702,000

引当金の増減額（△は減少） △ 1,059,000

受取利息及び受取配当金 △ 1,000

支払利息 38,898,000

未収金の増減額（△は増加） 1,661,971

貯蔵品の増減額（△は増加）

前払金の増減額（△は増加）

その他流動資産の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少） 6,222,776

預り金の増減額（△は減少）

その他流動負債の増減額（△は減少）

小計 128,816,747

利息及び配当金の受取額 1,000

利息の支払額 △ 38,898,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 89,919,747



２　投資活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費による支出 △ 322,908,000

補助金による収入 101,306,000

負担金による収入 22,690,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 198,912,000

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債による収入 244,300,000

企業債の償還による支出 △ 127,032,000

貸付金による収入

他会計からの出資による収入 13,563,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 130,831,000

資金に係る換算差額

資金増加額（又は減少額） 21,838,747

資金期首残高 133,370,967

資金期末残高 155,209,714
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１ 総　　括

特 別 職 一 般 職 報 酬 給 料 手 当 計 合 計 備 考

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

損益勘定支弁職員 2 7,089 3,883 10,972 3,180 14,152

資本勘定支弁職員 2 7,636 4,519 12,155 3,415 15,570

合　　　　　　計 4 14,725 8,402 23,127 6,595 29,722

損益勘定支弁職員 2 7,493 4,021 11,514 3,328 14,842

資本勘定支弁職員 2 8,688 4,728 13,416 3,962 17,378

合　　　　　　計 4 16,181 8,749 24,930 7,290 32,220

損益勘定支弁職員 0 △404 △138 △542 △148 △690

資本勘定支弁職員 0 △1,052 △209 △1,261 △547 △1,808

合　　　　　　計 0 △1,456 △347 △1,803 △695 △2,498

区　　　　　　　　分

前年度

比　較

給　　与　　費　　明　　細　　書

本年度

法定福利費
職　　員　　数 給 与 費



（単位：千円）

区分 扶養手当 管理職手当 地域手当 住居手当 通勤手当 期末手当 勤勉手当

手当の

本 年 度 240 0 0 672 281 1,300 3,297 2,612 0

内 訳 前 年 度 120 0 0 672 376 1,300 3,512 2,769 0

比 較 120 0 0 0 △ 95 0 △ 215 △ 157 0

時間外

勤務手当

管理職員特

別勤務手当
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２　給料及び手当の増減額の明細

区　　分 増減額（千円）

給　　料 △ 1,456 給与改定に伴う増減分 50 平均改定率(前年度） 0.34%

昇給に伴う増加分 221 平均昇給率 1.52% 昇給月 4 月

その他の増減分 △ 1,727 職員の異動等に伴う増減分

手　　当 △ 347 制度改正に伴う増減分 146 期末手当 10千円

勤勉手当 136千円

その他の増減分 △ 493 扶養手当 120千円

通勤手当 △95千円

期末手当 △361千円

勤勉手当 △157千円

増減事由別内訳（千円） 説　　　　　　明 備　　　　　　　　　考



３　給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与

302,150

321,017

37.25

333,650

357,507

42.75

（２）初任給

区　　　分 事務・技能職 （円） 行政職 （円）

高 校 卒 164,100 164,100

短 大 卒 175,300 175,300

大 学 卒 191,700 191,700

技 能 労 務 職

技 能 労 務 職 （ 円 ）

令 和 ５ 年 １ 月 １ 日 現 在

令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平 均 年 齢 （ 歳 ）

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平 均 年 齢 （ 歳 ）

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 事 務 ・ 技 術 職
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（３）級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）
（　　　　） （　　　　）

（　　　　） （　　　　）
1 25.0

（　　　　） （　　　　）
1 25.0

（　　　　） （  　　　）
2 50.0

（　　　　） （　　　　）

（　　　　） （　　　　）

（　　　　） （  　　　）
4 100.0

（　　　　） （　　　　）

（　　　　） （　　　　）

（　　　　） （　　　　）
2 50.0

（　　　　） （　　　　 ）
2 50.0

（　　　　） （　　　　）

（　　　　） （　　　　）

（　　　　） （  　　  ）
4 100.0

（級別の標準的な職務内容）
区　分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級

　事務・技術職 主事補・技師補 主事・技師 主任 係長・主査 課長補佐 課長

技　能　労　務　職

１

２

３

４

令和４年１月１日現在

１

事　務　・　技　術　職

６

計

２

３

４

５

令和５年１月１日現在

区　　　　分

５

６

計



（４）昇給

合　　　　計 事務・技術職 技能労務職

職 員 数 　（Ａ）（人） 4 4

昇給に係る職員数 　（Ｂ）（人） 4 4

　１号給（人）

号 給 数 別 内 訳 　２号給（人）

　３号給（人）

４～８号給（人） 4 4

100.0 100.0

職 員 数 　（Ａ）（人） 4 4

昇給に係る職員数 　（Ｂ）（人） 3 3

　１号給（人）

号 給 数 別 内 訳 　２号給（人）

　３号給（人）

４～８号給（人） 3 3

75.0 75.0

本
年
度

区　　　　　　　　分

比　　　　　　率（Ｂ）／（Ａ）（％）

比　　　　　　率（Ｂ）／（Ａ）（％）

前
年
度
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（５）特殊勤務手当

全　職　種 事務・技術職 技能労務職

0 0

（６）期末手当・勤勉手当

職制上の段階

区　　分 支給率計（月分） 職務の級等に 備　　　考

よる加算措置

(　　　　　） （　　　　　） （　　　　　）

2.200 2.200 4.400

(　　　　　） （　　　　　） （　　　　　）

2.150 2.150 4.300

(　　　　　） （　　　　　） （　　　　　）

2.200 2.200 4.400

※括弧（　）内は再任用職員の標準的な支給率の外書き

区　　　　　分

給料総額に対する比率（％）

支給対象職員の比率　（％）

（令和５年１月１日現在）

前 年 度

一般会計の制度

有

有

有

0

６月（月分） １２月（月分）

本 年 度

支給期別支給率

代表的な特殊勤務手当の名称

0

0 0
支給対象職員1人当たり平均支給月額
（円）



（７）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度

（月分） （月分） （月分） （月分）

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 定年前早期退職特例措置

一 般 会 計 の
制 度 24.586875 33.27075 47.709 47.709 定年前早期退職特例措置

（ 支 給 率 ）

（８）その他の手当

扶 養 手 当 ―

地 域 手 当 ―

住 居 手 当 ―

通 勤 手 当 ―

一般会計の制度との異同

同

同

同

区   分

区　　　分

備　　　考その他の加算措置等

同

差異の内容
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円 円 円 円

1

（１）

イ 4,241,202,375

△707,282,403 3,533,919,972

ロ 507,909,858

△259,054,594 248,855,264

ハ 594,764

△565,026 29,738

ニ 51,198

△48,639 2,559

ホ 建設仮勘定 67,203,400

3,850,010,933

（２）

イ 流域下水道建設負担金 1,060,197,187

1,060,197,187

（３）

イ 517,000

517,000

4,910,725,120

２

（１） 155,209,714

（２） 14,548,816

△45,425 14,503,391

169,713,105

5,080,438,225

未収金

貸倒引当金

流動資産合計

資産合計

現金・預金

車両及び運搬具

減価償却累計額

工具器具及び備品

減価償却累計額

有形固定資産合計

無形固定資産

無形固定資産合計

固定資産合計

流動資産

投資

出資金

投資合計

減価償却累計額

令和５年度上里町下水道事業予定貸借対照表（当年度分）
（令和６年３月３１日）

資    産    の    部

固定資産

有形固定資産

構築物

減価償却累計額

機械及び装置



３

（１） 2,458,708,299

2,458,708,299

４

（１） 131,264,420

（２） 61,005,963

（３） 2,377,000

（４） 240,000

194,887,383

５

（１） 1,989,002,586

（２） △473,721,997

1,515,280,589

4,168,876,271

６

（１） 716,945,701

（２） 147,309,000

864,254,701

７

（１）

イ 減債積立金 40,000,000

ロ 当年度未処分利益剰余金 7,307,253

47,307,253

47,307,253

911,561,954

5,080,438,225負債資本合計

資本金

固有資本金

資本金合計

剰余金

利益剰余金

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計

繰入資本金

固定負債合計

負    債    の    部

固定負債

企業債

資    本    の    部

流動負債

企業債

未払金

引当金

その他流動負債

流動負債合計

繰延収益

長期前受金

収益化累計額

繰延収益合計

負債合計
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（単位：円・税抜）

円 円 円

1

（１） 61,315,000

（２） 17,000

（３） 6,168,000 67,500,000

2

（１） 7,183,000

（２） 19,085,000

（３） 33,543,000

（４） 132,924,000 192,735,000

△125,235,000

3

（１） 1,000

（３） 112,938,000

（４） 52,653,000

（５） 1,000 165,593,000

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

減 価 償 却 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受取利息及び配当金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

営 業 費 用

管 路 施 設 管 理 費

総 係 費

流域下水道維持管理費

令和４年度上里町下水道事業予定損益計算書（前年度分）

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

そ の 他 営 業 収 益



4

（１） 39,096,000

（２） 90,000 39,186,000 126,407,000

1,172,000

5

（１） 1,000 1,000 △1,000

1,171,000

5,996,253

0

7,167,253

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

経 常 利 益

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 支 出
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円 円 円 円

1

（１）

イ 3,996,764,375

△628,183,403 3,368,580,972

ロ 507,909,858

△232,658,594 275,251,264

ハ 594,764

△565,026 29,738

ニ 51,198

△48,639 2,559

ホ 建設仮勘定 22,153,400

3,666,017,933

（２）

イ 流域下水道建設負担金 1,057,938,187

1,057,938,187

（３）

イ 517,000

517,000

4,724,473,120

２

（１） 133,370,967

（２） 16,210,787

△45,425 16,165,362

149,536,329

4,874,009,449

貸倒引当金

流動資産合計

資産合計

未収金

減価償却累計額

有形固定資産合計

無形固定資産

無形固定資産合計

投資

出資金

投資合計

固定資産合計

流動資産

現金・預金

工具器具及び備品

令和４年度上里町下水道事業予定貸借対照表（前年度分）
（令和５年３月３１日）

資    産    の    部

固定資産

有形固定資産

構築物

減価償却累計額

機械及び装置

減価償却累計額

車両及び運搬具

減価償却累計額



３

（１） 2,345,675,631

2,345,675,631

４

（１） 127,029,088

（２） 54,783,187

（３） 3,436,000

（４） 240,000

185,488,275

５

（１） 1,865,006,586

（２） △420,019,997

1,444,986,589

3,976,150,495

６

（１） 716,945,701

（２） 133,746,000

850,691,701

７

（１）

イ 減債積立金 40,000,000

ロ 当年度未処分利益剰余金 7,167,253

47,167,253

47,167,253

897,858,954

4,874,009,449

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計

負債資本合計

利益剰余金

固有資本金

資本金合計

流動負債合計

繰延収益

長期前受金

収益化累計額

繰延収益合計

繰入資本金

剰余金

負債合計

資    本    の    部

資本金

その他流動負債

負    債    の    部

固定負債

企業債

固定負債合計

流動負債

企業債

未払金

引当金
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注記事項

１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１） 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

　・建物　定額法
　・構築物　定額法
　・機械及び装置　定額法
　・車両運搬具　定額法
　・工具器具及び備品　定額法
　・その他　定額法
　・主な耐用年数

建物１５～５０年
構築物２０～５０年
機械及び装置１５年
車両運搬具３～１５年　
工具器具及び備品３～１５年

（２） 引当金の計上方法
① 退職給付引当金
・職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。
② 賞与引当金
・職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。
③貸倒引当金
・債権の不能欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

（３） 消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２． リース契約により使用する固定資産に関する注記
（１） リース取引の処理方法
　地方公営企業法施行規則第五十五条第一項の規定により、リース会計を適用しないこととする。

３． 予定貸借対照表等に関する注記
（１） 企業債の償還に係る他会計の負担
    貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日から起算して1年以内に償還予定のものも含む）のうち、一般会計が負担す
  ると見込まれる額は394,699,292円である。



令和５年度 上里町下水道事業会計予算説明書

収益的収入及び支出

収     入 （単位：千円・税込）

款 項 目 節 本年度予定額 備　　　考

1 下水道事業収益 244,888

1 営業収益 73,686

1 下水道使用料 67,588

1 下水道使用料 67,588

2 その他営業収益 18

1 手数料 17 ・工事店証等交付手数料

2 雑収益 1

3 他会計負担金 6,080

1 他会計負担金 6,080 ・雨水処理に要する経費

2 営業外収益 171,201

1

1 預金利息 1

2 他会計補助金 115,699

1 他会計補助金 115,699 ・分流式下水道等に要する経費 109,098

・流域下水道に要する経費（利子分） 6,481

・児童手当等に要する経費 120

3 長期前受金戻入 53,702

1
国庫補助金戻
入

37,432

受取利息及び配
当金

1
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款 項 目 節 本年度予定額 備　　　考

1 下水道事業収益 2 営業外収益 3 長期前受金戻入 2 県補助金戻入 45

3
他会計負担金
等戻入

1,890

4
受贈資産評価
額戻入

2,591

5 その他長期前
受金戻入

11,744

4 雑収益 1,799

1 延滞金 1

2 消費税還付金 1,798

3 特別利益 1

1 1

1
過年度損益修
正益

1

過年度損益修正
益



支　　出

款 項 目 節 本年度予定額 備　　　考

1 下水道事業費用 242,369

1 営業費用 202,370

1 管路施設管理費 8,559

10 備消耗品費 11 ・器具等備消耗品費

12 光熱水費 1,342 ・マンホールポンプ電気料

14 通信運搬費 147 ・マンホールポンプ監視通信費

15 委託料 5,322 ・下水道台帳保守・運用支援等 2,439

・マンホールポンプ点検保守 660

・公共下水道水質調査等 2,066

・雨水路草刈業務委託 118

・小型バス借上げ委託 39

19 修繕費 660 ・マンホール蓋交換工事等

23 路面復旧費 500

28 負担金 117 ・水質調査負担金

29 補助金 460 ・排水設備工事費等補助金

2 総係費 18,218

1 給料 7,089 ・総係職員2人分

2 手当等 3,023 ・扶養手当 120

・住居手当 336

・通勤手当 75
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款 項 目 節 本年度予定額 備　　　考

1 下水道事業費用 1 営業費用 2 総係費 2 手当等 ・時間外勤務手当 500

・期末手当 1,045

・勤勉手当 827

・児童手当 120

3
賞与引当金繰
入額

1,167

6 法定福利費 2,993 ・市町村職員共済組合負担金 2,018

・職員退職手当組合負担金 957

・地方公務員災害補償負担金 18

7 旅費 19 ・普通旅費 19

9 被服費 11 ・職員被服費

10 備消耗品費 107 ・事務用品費等

11 燃料費 29 ・自動車等燃料代

13 印刷製本費 15 ・予算書等

14 通信運搬費 26 ・郵便料等

15 委託料 330 ・受益者負担金システム保守料等

16 手数料 714 ・事務委託手数料 541

・その他手数料 173

17 使用料 1,629 ・受益者負担金システム使用料等

19 修繕費 10 ・自動車修理等



款 項 目 節 本年度予定額 備　　　考

1 下水道事業費用 1 営業費用 2 総係費 28 負担金 1,015 ・日本下水道協会負担金 55

・全国町村下水道推進協議会
　埼玉支部会費

10

・埼玉県下水道協会負担金 10

・水道統合システム負担金 517

・グループウェア等使用料負担金 423

34 保険料 14 ・自動車損害共済保険料等

36
貸倒引当金繰入
額

27

38,937

1 流域下水道維持
管理負担金

38,937

4 減価償却費 136,656

1 有形固定資産
減価償却費

105,495 ・管渠及び機械等

2 無形固定資産
減価償却費

31,161 ・流域下水道施設利用権

2 営業外費用 38,998

38,898

1 企業債利息 38,898

2 雑支出 100

1 その他雑支出 100

3 特別損失 1

1 1

1
過年度損益修
正損

1

支払利息及び
企業債取扱諸費

1

流域下水道維持
管理費

3

過年度損益
修正損
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款 項 目 節 本年度予定額 備　　　考

1 下水道事業費用 4 予備費 1,000

1 予備費 1,000

1 予備費 1,000



資本的収入及び支出

収     入 （単位：千円・税込）

款 項 目 節 本年度予定額 備　　　考

1 資本的収入 392,927

1 企業債 244,300

1 企業債 244,300

1 企業債 244,300 ・下水道事業債 184,600

・流域下水道事業債 36,700

・資本費平準化債 23,000

2 国庫補助金 91,000

1 国庫補助金 91,000

1
公共下水道費
補助金

91,000 ・社会資本整備総合交付金

3 3,850

1 負担金 3,850

1
下水道受益者
負担金

3,850

4 出資金 13,563

1 出資金 13,563

1 出資金 13,563 ・上里町出資金

5 他会計補助金 19,414

1 他会計補助金 19,414

1 他会計補助金 19,414 ・流域下水道に要する経費（元金分）

分担金及び負担
金
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項 目 節 本年度予定額 備　　　考

1 資本的収入 6 負担金 20,800

1 工事負担金 20,800

1 工事負担金 20,800 ・県道整備に伴う汚水管渠移設工事負担金

款



支　　出

款 項 目 節 本年度予定額 備　　　考

1 資本的支出 476,019

1 建設改良費 348,987

312,224

1 給料 7,636 ・管路施設関係職員２人分

2 手当等 4,519 ・扶養手当 120

・住居手当 336

・通勤手当 206

・時間外手当 800

・期末手当 1,698

・勤勉手当 1,359

6 法定福利費 3,415 ・市町村職員共済組合負担金 2,363

・職員退職手当組合負担金 1,031

・地方公務員災害補償負担金 21

7 旅費 7 ・普通旅費

10 備消耗品費 71 ・事務用品費等

15 委託料 59,741 ・実施設計業務委託等 59,741

22 工事請負費 203,358 ・公共マス設置（公共） 432

・公共マス設置（特環） 305

・取付管（公共） 3,087

・取付管（特環） 1,134

・管渠築造工事（公共） 197,900

公共管路施設
下水道費

1
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款 項 目 節 本年度予定額 備　　　考

1 資本的支出 1 建設改良費 1 22 工事請負費 ・舗装本復旧 500

27
補償補填及び
賠償金

33,477 ・水道管等移設補償 32,977

・物件補償 500

2 36,763

1 流域下水道建設
負担金

36,763

2 企業債償還金 127,032

1 企業債償還金 127,032

1 企業債償還金 127,032 ・元金償還金

流域下水道
建設費

公共管路施設
下水道費


